
　

（千円）

　予算編成作業は９月の予算編成方針策定から始まり、１１月～２月の約3ヶ月半の査定作業を経て３月議会の予算案としてとりまとめられます。査定作業とは、翌年度の歳入見込みを勘案しつ

つ、各部・課から提出された予算要求書に計上されている事業の内容・事業額を精査し、実施事業などを決定していくもので、この間、内容により、課長、部長、副市長、市長と段階を経て、繰り返

し検討が重ねられていきます。この査定作業は、限られた歳入見込みの中で進められていくため、予算の都合により残念ながら不採択となる事業や当初より縮小される事業も数多くあります。そこ

で当初は各課からどのような事業の要求があり、どのように事業費が推移したのか、主な事業に関する平成２０年度予算編成の過程を公表いたします。

予算編成（一般会計）過程の公表について

一般会計歳入（款別）

53,226,003

45,000

37,000

63,000

476,000

１月末現在最終調整額

36,431,003

460,000

当初要求額款の名称

　歳入については、国や県の財政改革や制度の動向、翌年度の景気見通し等により判断します。国が発表する

地方財政計画という地方財政見通しも重要な指標となります。財産収入や繰越金、市債などのようにある程度

見通しのたつものと、市税や各種交付金などのように景気や経済動向に左右され、予測の困難なものとがあり

ますが、できる限り実収入に近づけるように見積もっています。

市債

地方交付税

分担金及び負担金

181,000

4,569,000

財産収入

　　合　　計

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

1,664,000

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡割交付金

地方消費税交付金

148,000

220,000

1,500,000

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金 315,000

1,000

3,000

900,000

31,000

県支出金

交通安全対策特別交付金

使用料及び手数料

国庫支出金

2,738,000

2,095,000

633,000

716,000

　左記の歳入の当初要求額については、２０年度予算を編成するために推計した額ですが、市債については、実

施計画に充てる分を除いており、実施計画事業費が決定後に最終調整額として算出いたします。また、国庫支

出金や県支出金は事業費の査定額により、今後変動が生じます。

　　２０年度の歳入の動向についてご説明いたしますと、まず、市の収入の中で最も根幹となる市税（個人・法人

市民税や固定資産税など）については、国から地方への税源移譲や税制改正などにより、大幅な増額となった１

９年度とほぼ同額（やや増）と見込んでいます。また、地方譲与税、各種交付金についても１９年度を若干上回

る収入額を見込んでいます。



第一次・第二次経費最終額合計

１月末現在
最終調整額

0

0

0

0

一般会計歳出（款別）

0

0

（千円）

0

3,000 3,000

0

0

0

0

0

0

5,546,077 5,523,134

50,000 50,000

146,970

21,334

5,012,065

216,792

14,062,996

15,453,455

2,866,565

3,814

2,770,820

2,975,519

3,814

919,560

202,440 262,561

552,076

148,961

30,483

2,015,250

16,631,032

11,459,336

303,521

2,166,882

924,642

教育費

5,331,317

552,076

918,645

公債費

諸支出金

予備費

議会費

総務費

民生費

款の名称

2,346,980

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

169,078

304,521

2,191,804

944,769

2,015,659

 当初要求額

第一次経費第一次経費

１２月末現在
第一回調整額

230,639

114,274

2,526,663

230,639

202,502

2,519,677

　 歳出予算については、第一次経費（主に経常的な経費）と第二次経費（主に政策的な経費）とに分けて要求があります。第一次経費は各課で必要な消耗品や物品のリース料など市の通常の業務

に要する経費を、あらかじめ各部局に枠予算として配当し、各部内で配当額を自由に（各部内での優先順位に従って）予算化するものです。予算には食糧費の単価など一定の基準がありますが、そ

うした基準に従っていて、かつ、配当額の範囲で収められた第一次経費については、部の考え方を尊重し、原則としてそのまま予算を認めます。ただし、市長ほか理事者がヒアリングを行った結果、

特に必要な経費が追加される場合もあります。上記の第一次経費は各部からの当初要求額を財政担当者が査定した額を掲載しておりますが、最終調整額は市長等理事者の意見を取り入れて最

終決定いたします。

10,049,370 9,955,947 0 45,212,920 45,707,105 0　　合　　計

主な査定の経過（今回は部長による調整後の額の公表です。

0

第二次経費

 当初要求額

第一次経費最終額

１月末現在
最終調整額

第二次経費 第二次経費最終額

１２月末現在
第一回調整額

１月末現在
最終調整額


